
１．概    要 

彦根市の消防は、消防本部（常備消防）と消防団（非常備消防）により市域の全てを守備しています。

なお、常備消防については、昭和 49年 4月 1日から犬上郡豊郷町、甲良町、多賀町より消防事務委託を 

受け、今日に至っています。 

平成 27年 4月 1日現在の犬上郡三町を含む管轄人口は 135,123人で、1本部 1署 3分署、職員数 144人

（事務吏員１名含む。）の体制で複雑化、高層化、広域化する各種災害に対応しています。 

２．消  防  庁  舎 
（平成 27年 4月 1日現在）

  消防本部（消防署本署） 

所 在 地 彦根市西今町 415番地   配属職員数    88人 

（県派遣職員 1人を含む。） 

敷  地 6,735.89㎡  本部  43人 

建築面積 1,390.36㎡  本署  45人 

延べ面積 2,872.04㎡ 

構  造 鉄筋コンクリート造 3階建 

  竣  工 昭和 61年 11月 1日 

  南 分 署 

所 在 地 彦根市稲里町 320番地 配属職員数 18人 

延べ面積 759.79㎡（うち防災備蓄倉庫 156.66㎡） 

構  造 鉄骨造平屋建 

竣  工 平成 10年 3月 25日 

（防災ヘリポート併設屋外訓練場設置、彦根市防災備蓄倉庫併設） 

  北 分 署 

所 在 地 彦根市古沢町 503番地 1 配属職員数   19人 

延べ面積 631.99㎡ 

構  造 鉄骨造 2階建 

竣  工 平成 5年 2月 10日 

  犬上分署      

所 在 地 犬上郡甲良町横関字山王 689番地 1 配属職員数   19人 

延べ面積 814.75㎡ 

構  造 鉄骨造 2階建 

竣  工 平成 7年 3月 27日 

３．消 防 団 の 組 織

 彦根市消防団は、定数 525人に対し、現員 461人（平成 27年 4月 1日現在）と定数に満たない状況にあ

り、引き続き、団員の確保と魅力ある消防団づくり事業を積極的に推進する必要があります。 

 本市消防団は、団本部組織を明確にし、地域の 15個分団から班長クラスの団員を団本部に一定期間派遣

して全体のレベルアップを図るとともに、昭和 63年に女性消防団員「ヒコネ・サンフラワーズ」を結成し、

消防団活動を展開しています。 

 また、平成 9年には阪神淡路大震災を教訓に、大規模災害時における応援部隊の受入をはじめ、情報の

収集、指揮命令の伝達などを主体的な任務として、各分団に専用のバイクを配備し、「彦根市消防団バイク

隊」が誕生しました。バイク隊員は通常各分団に所属していますが、それぞれの地域から情報を収集しな

がら参集する、消防団の機動部隊として活躍が期待されています。 
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４．消 防 活 動 業 務

１ 火災防御活動について 

平成 26年中の火災件数は 59件（彦根市、犬上郡 3町）で、前年と比較すると 8件の減少となっ

ています。また、出火率（人口 1万人当りの火災件数）は 4.36（件/万人）で全国値 3.40（件/万人）

より高くなっています。 

 火災防御活動については、放水開始時間の短縮と水損防止を基本方針として、消防署（本署、各分

署）へ水槽付き消防ポンプ自動車を配備し、早期鎮火を図る体制を整備しています。 

 また、中高層建物や災害時要援護者入所施設に対する火災防御では、はしご車等の出場をはじめと

する出場計画を樹立し万全の体制で臨んでいます。 

２ 救助活動について 

 平成 26年中の救助出場件数は 49件で、活動件数 20件に対し 23人を救出しました。事故種別では、

交通事故によるものが、全体の約 55％を占め、次いで、その他の事故、機械による事故の順となって

います。 

 消防機関が行う救助活動は、火災、交通事故、労働災害、水難事故、山岳事故、自然災害からテロ

災害などの特殊災害等幅広い災害・事故に及んでいます。加えて、建物の高層化、都市機能の高度化

に伴い、人命救助を必要とする災害も複雑・多様化し、救助活動の範囲が拡がっています。 

３ 救急活動について 

 平成 26年中の救急出場件数は 5,387件、搬送人員は 5,054 人でした。これは 1 日あたりでは、約 15

件の割合で、1時間 37分に 1回の割合で救急隊が出場していることとなります。 

事故種別では、急病が全体の約 66％を占め、次いで一般負傷、交通事故の順となっています。 

 平成 25年 10月から消防署本署に救急隊 1隊を増隊し、1署 3分署に救急隊 5隊での運用を開始し、

救急救命士（救急業務に関する専門教育を修了した有資格者）を配置して救急業務にあたっています。

また、平成 21年 12月から、状況により救急現場に自動体外式除細動器（AED）などの応急処置用の資

器材を積載して消防隊が出場し、救急隊と相互に連携して救急・救護活動や人命救助活動を行う「PA

連携」出動を運用しており、平成 26年中は 99件の「PA連携」出動がありました。 

平成 15年 3月の救急救命士法施行規則の改正による救急救命士の処置範囲拡大に伴い、地域のメデ

ィカルコントロール体制を整えるとともに、救急救命士の資格養成を行い、平成 18年 9月から医師の

具体的な指示による薬剤（アドレナリン）投与、平成 19年 3月から医師の具体的な指示による気管挿

管を実施しています。 

４ 応急手当の普及について 

 平成 26年中の応急手当の普及啓発活動状況は、普通救命講習Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ合わせて 90回を実施し、

受講人員は 1,296人でありました。 

 救急隊が現場に到着するまでの間に、救急現場近くの一般住民による応急手当が適切に実施されれ

ば、大きな救命効果が得られることから、住民の間に応急手当の知識と技術を広く普及するよう実技

指導に努めています。特に、心肺機能停止状態の傷病者を救命する AEDを含む心肺蘇生法（CPR）技術

の修得に主眼を置き、住民体験型の普及啓発を推進しています。 

 また、平成 20年度から地域の防災リーダーや大規模事業所、多数の住民が出入りする施設等での応

急手当の普及啓発をすべく、消防機関から認定を受けた有資格者である応急手当普及員（内部指導員）

の養成を図り、更なる応急手当修了者を育て一層の救命効果の向上を推進しています。 

５ 大規模特殊災害等の対応について 

近年の社会状況の変化に伴い、大規模化、複雑化する各種災害に対応するため、地震・風水害・毒 
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  劇物等災害別に 15種類の特殊災害警防計画を樹立し、特殊災害による被害の軽減を図るように努めて 

  います。 

 また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災においては、消防団員を中心とした地域住民

による近隣者同士の助け合い（共助）によって多くの市民の命が助けられました。このことから地震

等による災害防止または軽減を図るうえで、消防としても地域住民が主体となる自主防災組織への訓

練指導に取り組み、地域防災力の強化に努めています。 

６ 災害情報の収集伝達について 

 火災をはじめとする災害防除活動の効果を上げるため、通信指令課において各種情報を収集して一

元化を図り、消防無線基地局（市町村波、救急波、主運用波、統制波）と災害現場が交信して情報支

援や収集した情報を関係機関へ伝達しています。 

 また、衛星通信による滋賀県防災行政通信システムを活用し、滋賀県および各市町との緊急連絡網 

  も整えています。 

７ 市民への消防情報提供について 

 （１）消防テレホンサービス 

火災などの災害が発生した場合、発生場所などの情報を専用回線（22-2000）により提供していま

す。通常は消防行事・催し、火災予防広報などの案内を行っています。 

（２）彦根市総合情報配信システム 

火災が発生し、消防隊が出場した場合、火災情報を希望する方にメールで配信しています。 

（３）医療情報案内 

滋賀県救急医療情報システムにより、24 時間体制で緊急時に受診できる医療機関を電話（23－

3799）でお伝えしています。 

 （４）市ホームページ 

消防本部・消防署の紹介、各種統計、119番通報要領、消火器の取扱要領、各種試験・講習会等の

案内などの情報提供を行っています。 

８ 火災予防の状況 

 火災予防の推進のため、出火防止や火災発生時の人的・物的被害の軽減を図るための施策に取り組

んでいます。 

  (1) 火災予防思想の普及啓発 

市民一人ひとりの防火意識の高揚を図るため、市広報誌や市ホームページ、地元 FMラジオ、新聞

等により啓発に努めるとともに、消防訓練指導等あらゆる機会をとらえて市民に火災予防を呼びか

けています。 

また、防火推進団体として、幼年に対する出火予防教育を目的として結成した「幼年消防クラブ」、

民間企業等が加入する「防火保安協会」を設置して、地域における活動を通して火災予防の啓発に

努めています。 

  (2) 消防法令による規制等 

店舗、旅館・ホテル、工場、事業所などの防火対象物に対しては、建物をはじめ消防用設備等(特

殊消防用設備等)の検査を行うとともに、設置指導や点検要領、維持管理等の防火管理指導を行っ

ています。 

危険物施設に対しては許可・完成検査を行うとともに、付近住民への影響が著しいことから保安

管理に努めています。 

また、消防本部管内にある 4,914件（平成 27年 4月 1日現在）の防火対象物および 464件（平成

27年 4月 1日現在）の危険物施設について年間査察計画を立て、定期的に立入検査を行い、火災予

防指導を実施し、併せて消防法令違反に対する是正指導の強化にも努めています。 

  (3) 火災調査 

火災予防対策を推進するうえで、火災の原因をはじめ延焼経路を知ることは、同様火災の再発を
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防止するうえで最も重要なことで、早期に火災調査に着手し原因と損害の調査に当たるとともに、

火災予防の貴重な資料として予防行政に活用しています。 

  (4) 住宅防火対策 

近年の住宅火災による犠牲者の動向を踏まえ、火災を早期に発見し住宅火災による死者を減らす

ことを目的に、一般住宅等に住宅用火災警報器を設置するよう制度化されました。住宅用火災警報

器の設置率向上と維持管理について、リーフレットや市広報誌、市ホームページや地元 FMラジオ等

の広報媒体を活用し、広く市民に周知しています。 
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分団・学区別火災件数（平成26年中）

地域別 第 第 第 第 第 第 第 第 第 第 第 第 第 第 第

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 豊 甲 多

分 分 分 分 分 分 分 分 分 分 分 分 分 分 分 郷 良 賀

種　別 団 団 団 団 団 団 団 団 団 団 団 団 団 団 団 町 町 町

2 3 4 2 5 12 1 2 2 2 6 2 1 5 49 3 7 59

建物火災 2 3 4 1 2 7 1 1 4 1 4 30 3 2 35

林野火災 1 1

車両火災 1 1 2 2

船舶火災

航空機火災

その他の
火 災

1 3 4 1 1 1 2 2 1 1 17 4 21

  １ 月 1 2 1 1 5 5

　２ 月 1 1 1 1 4 4

　３ 月 1 1 1

　４ 月 1 1 2 1 2 1 8 8

　５ 月 2 2 4 3 7

　６ 月 1 1 1 1 4 1 1 6

　７ 月 1 1 1 1 4 4

  ８ 月 1 1 2 2

  ９ 月 1 1 1 1 4 4

１０ 月 1 1 2 1 3

１１ 月 1 1 3 5 3 8

１２ 月 1 1 1 2 1 6 1 7

全 焼 1 2 1 2 2 8 1 9

半 焼 1 1 2 1 2 5

部 分 焼 2 1 1 1 5 1 6

ぼ や 2 4 3 2 1 6 1 2 1 4 26 1 27

合 計
（ 棟 ）

2 7 5 2 2 8 1 1 1 5 1 6 41 3 3 47

建物（㎡） 131 53 1 247 60 102 547 389 1,530 45 314 1,889

林野（a） 0.6 0.6

焼
損
面
積

小
　
　
計

犬  上  郡
合
　
　
計

月
　
　
　
　
　
　
　
　
別

焼

損

棟

数

火 災 件 数
（ 件 ）

火
　
災
　
種
　
別
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地域別救急活動状況（平成26年中） .

　　事故種別 合 火 自 水 交 労 運 一 加 自 急

　　　　 然 通 働 動 般 損

災 事 災 競 負 行 転 その

区　分 計 災 害 難 故 害 技 傷 害 為 病 院 他

彦 出場件数 4,308 9 1 3 528 30 34 614 19 67 2,864 119 20

根 搬送件数 3,933 4 1 3 474 28 34 579 11 50 2,630 119

市 搬送人員 4,028 5 1 3 558 28 34 582 11 51 2,636 119

豊 出場件数 423 3 56 8 1 41 2 6 256 50

郷 搬送件数 377 1 48 8 1 37 1 6 225 50

町 搬送人員 388 1 59 8 1 37 1 6 225 50

甲 出場件数 315 46 6 3 40 2 216 2

良 搬送件数 304 44 6 3 39 1 209 2

町 搬送人員 309 48 6 4 39 1 209 2

多 出場件数 315 2 32 12 45 1 2 221

賀 搬送件数 299 27 11 45 1 2 213

町 搬送人員 306 34 11 45 1 2 213

出場件数 24 12 1 11

搬送件数 17 8 1 8

搬送人員 20 11 1 8

管 出場件数 2 1 1

搬送件数 2 1 1

外 搬送人員 3 2 1

合 出場件数 5,387 15 1 3 675 56 38 741 22 77 3,568 171 20

搬送件数 4,932 6 1 3 602 53 38 701 13 59 3,285 171

計 搬送人員 5,054 8 1 3 711 53 39 704 13 60 3,291 171

その他
地
　
域
　
別

名
神
高
速
道
路
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地域別救助活動状況（平成26年中）

　 事故種別 合

建 建以

区　　分 計 物 物外

彦 出場件数 32 2 17 2 2 2 7

根 活動件数 13 2 6 1 1 2 1

市 救助人員 17 3 9 1 1 2 1

豊 出場件数 4 3 1

郷 活動件数 1 1

町 救助人員 1 1

甲 出場件数 3 3

良 活動件数 2 2

町 救助人員 2 2

多 出場件数 8 2 2 4

賀 活動件数 4 1 3

町 救助人員 3 1 2

出場件数 2 2

活動件数

救助人員

管 出場件数

活動件数

外 救助人員

合 出場件数 49 2 27 2 4 2 12

活動件数 20 2 8 1 2 2 5

計 救助人員 23 3 11 1 2 2 4

火

災

名
神
高
速
道
路

地
　
域
　
別

よ

る

事

故

建

物

等

に

酸

欠

事

故

ガ

ス

及

び

破

裂

事

故

そ

の

他

交

通

事

故

水

難

事

故

自

然

災

害

事

　
　
　
故

機
械
に
よ
る
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